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１．制定の経緯 

 地球温暖化の深刻化を回避するため、パリ協定第６条に規定する締約国間の「任意の協

力」として、我が国は、途上国等への優れた脱炭素技術、製品、サービス等の普及等を通

じて実現した温室効果ガスの排出の量の削減等への我が国の貢献を定量的に評価し、我が

国を含む参加国が承認することを条件に我が国がクレジットを発行する二国間クレジット

制度（以下「JCM」という。）を実施してきた。JCM パートナー国拡大を目指す中で、JCM プ

ロジェクトによるクレジット発行等に係る手続を、多数のパートナー国との間で同時並行

的に実施する必要があり、大量の事務を長期的かつ安定的に実施する体制を確保するため、

政府による一定の方針及び監督の下、政府の指定を受けた外部機関（以下「指定実施機関」

という。）に、政府の意思決定を除く大部分の事務を一元的に実施させ、長期的かつ安定

的な事務遂行を確保するため、地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律

（令和６年法律第 56 号。以下「改正法」という。）が公布された。 

 主務大臣は、改正法による改正後の地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律

第 117 号。以下「法」という。）第 57 条の 19 第１項の国際協力排出削減量関係事務の全

部又は一部を指定実施機関に行わせることができる。指定実施機関の指定に関する手続等

の詳細は、法において主務省令で定めることとなっていることから、本省令を制定する。 

  

２．省令案の概要 

①  指定実施機関の指定の申請 

ア 法第 57 条の 19 第２項の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申

請書を主務大臣に提出しなければならないものとする。 

・名称及び主たる事務所の所在地 

・国際協力排出削減量関係事務を行おうとする事務所の名称及び所在地 

・行おうとする国際協力排出削減量関係事務の範囲 

・国際協力排出削減量関係事務を開始しようとする年月日 

イ 前記アの申請書には、次に掲げる書類を添えなければならないものとする。 

・定款及び登記事項証明書 

・最近の財産目録、貸借対照表及び損益計算書等資産の状況を明らかにする書類 

・申請の日の属する事業年度における事業計画書及び収支予算書 

・申請に係る意思の決定を証する書類 

・役員の氏名及び略歴を記載した書類 

・組織及び運営に関する事項を記載した書類 

・現に行っている業務の概要を記載した書類 



・国際協力排出削減量関係事務に相当する事務又はそれと類似する事務の実績を記載

した書類 

・国際協力排出削減量関係事務を行う者の氏名及び略歴を記載した書類 

・国際協力排出削減量関係事務の実施の方法に関する計画を記載した書類 

・法第 57 条の 20 第２項第２号から第４号までのいずれにも該当しないことを誓約す

る書面 

・その他参考となるべき事項を記載した書類 

②  事務の一部委託の承認申請 

ア 指定実施機関は、法第 57 条の 19 第４項の承認を受けようとするときは、次に掲げ

る事項を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならないものとする。 

・事務を委託しようとする相手方（以下「受託者」という。）の氏名又は名称及び住  

所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

・委託しようとする事務の範囲 

・委託しようとする期間 

・委託しようとする事務の委託契約において、受託者が当該事務を適正かつ確実に遂

行するための措置として付する条件の内容 

・受託者の選定に係る基準 

イ 前記アの申請書には、次に掲げる書類を添えなければならないものとする。 

・理由書 

・事務の委託契約の内容を記載した書類 

・受託者が法人である場合には、受託者の定款及び登記事項証明書 

・最近の財産目録、貸借対照表及び損益計算書等資産の状況を明らかにする書類 

・受託者が法人である場合には、受託者の役員の氏名及び略歴を記載した書類 

・受託者が現に行っている業務の概要を記載した書類 

・委託しようとする事務又はそれと類似する事務に係る受託者の実績を記載した書類 

・委託しようとする事務を行う者の氏名及び略歴を記載した書類 

・委託しようとする事務の実施の方法に関する計画を記載した書類 

・受託者が法第 57 条の 20 第２項第２号から第４号までのいずれにも該当しないこと

を誓約する書面 

・その他参考となるべき事項を記載した書類 

③  事務の一部委託の承認基準 

ア 主務大臣は、前記②アの申請書の提出があった場合において、その申請が次の各号

のいずれにも適合すると認めるときは、これを承認するものとする。 

・事務の委託が当該事務の効率化に資すること。 

・受託者のその受託しようとする事務の実施の方法に関する計画が当該事務の適正か

つ確実な実施のため適切なものであること。 

・受託者が当該計画の適切かつ確実な実施に必要な経理的基礎及び技術的能力を有す

ること。 

・受託者がその受託しようとする事務以外の業務を行っている場合には、その業務を

行うことによって当該事務が不公正になるおそれがないこと。 



・受託者が、法第 57 条の 20 第２項第２号から第４号までに掲げる要件に該当しない

こと。 

・指定実施機関が、その委託しようとする事務の適正かつ確実な遂行を確保するため

の措置を講ずることができること。 

・受託者がその受託する事務の全部又は一部を他の者に再委託する場合には、指定実

施機関が当該再委託される事務の適正かつ確実な遂行を確保するための措置を講ず

ることができること。 

④  名称等の変更の届出 

指定実施機関は、法第 57 条の 21 第２項の届出をしようとするときは、次に掲げる事

項を記載した届出書を主務大臣に提出しなければならないものとする。 

・変更後の指定実施機関の名称又は主たる事務所の所在地 

・変更しようとする年月日 

・変更の理由 

⑤  役員の選任又は解任の許可の申請 

ア 指定実施機関は、法第 57 条の 22 第１項の認可を受けようとするときは、次に掲げ

る事項を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならないものとする。 

・役員として選任しようとする者又は解任しようとする役員の氏名 

・選任又は解任の理由 

・選任の場合にあっては、その者の略歴 

イ 前記アの場合において、選任の認可を受けようとするときは、前記アの申請書に、役

員として選任しようとする者の就任承諾書及び法第 57 条の 20 第２項第４号イ又はロ

の規定に関する誓約書を添えなければならないものとする。 

⑥  事務規程の認可の申請 

ア 指定実施機関は、法第 57 条の 24 第１項前段の認可を受けようとするときは、その

旨を記載した申請書に、事務規程の案を添え、これを主務大臣に提出しなければなら

ないものとする。 

イ 指定実施機関は、法第57条の24第１項後段の変更の認可を受けようとするときは、

次に掲げる事項を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならないものとする。 

・変更しようとする事項 

・変更しようとする年月日 

・変更の理由 

⑦  事務規程の記載事項 

法第 57 条の 24 第２項第４号の主務省令で定める国際協力排出削減量関係事務に関し

必要な事項は、次のとおりとする。 

・国際協力排出削減量関係事務を行う時間及び休日に関する事項 

・国際協力排出削減量関係事務を行う事務所に関する事項 

・国際協力排出削減量関係事務を行う組織、運営、その他実施体制に関する事項 

・国際協力排出削減量関係事務の実施における個人情報保護及び情報セキュリティに関

する事項 

・手数料の収納の方法に関する事項 

・国際協力排出削減量関係事務に関して知り得た情報の管理（情報の安全性を確保する

ために必要な措置を含む。）及び秘密の保持に関する事項 

・国際協力排出削減量関係事務に関して知り得た情報の漏えいが生じた場合の措置に係

る事項 



・国際協力排出削減量関係事務に関する苦情及び紛争の処理に関する事項 

・国際協力排出削減量関係事務に関する帳簿及び書類の管理に関する事項 

・その他国際協力排出削減量関係事務の実施に関し必要な事項 

⑧  事業計画等の許可の申請 

ア 指定実施機関は、法第 57 条の 25 第１項前段の認可を受けようとするときは、その

旨を記載した申請書に事業計画書及び収支予算書を添え、主務大臣に提出しなければ

ならないものとする。 

イ 指定実施機関は、法第57条の25第１項後段の変更の認可を受けようとするときは、

次に掲げる事項を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならないものとする。 

・変更しようとする事項 

・変更しようとする年月日 

・変更の理由 

⑨  事業報告書等の提出 

指定実施機関は、法第 57 条の 25 第２項の事業報告書及び収支決算書を毎事業年度終

了後３月以内に貸借対照表を添付して主務大臣に提出しなければならないものとする。 

⑩  帳簿の備付け等 

ア 指定実施機関は、法第 57 条の 27 に規定する帳簿を１年ごとに閉鎖し、国際協力排

出削減量関係事務を廃止するときまで保存しなければならないものとする。 

イ 法 57 条の 27 の主務省令で定める国際協力排出削減量関係事務に関する事項は、次

に掲げるものとする。 

・国際協力排出削減量関係事務の実施状況 

・手数料の収受の状況 

ウ 前記イに掲げる事項が、電磁的方法により記録され、当該記録が必要に応じ電子計

算機その他の機器を用いて直ちに表示されることができるようにして保存されるとき

は、当該記録の保存をもって前記アに規定する帳簿の保存に代えることができる。 

⑪  国際協力排出削減量関係事務の休廃止の許可 

指定実施機関は、法第 57 条の 30 第１項の許可を受けようとするときは、次に掲げる

事項を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならないものとする。 

・休止し、又は廃止しようとする国際協力排出削減量関係事務の範囲 

・休止し、又は廃止しようとする年月日及び休止しようとする場合にあっては、その期

間 

・休止又は廃止の理由 

⑫  国際協力排出削減量関係事務の引継ぎ 

指定実施機関は、法第 57 条の 33 第３項に規定する場合には、次に掲げる事項を行わ

なければならないものとする。 

・国際協力排出削減量関係事務を主務大臣に引き継ぐこと。 

・国際協力排出削減量関係事務に関する帳簿及び書類を主務大臣に引き継ぐこと。 

・その他主務大臣が必要と認める事項 

 

３．施行日 

本省令は、改正法の施行の日（令和７年４月１日）から施行する。 


